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リンケージデータだからこそ示すことのできる要介護発生前から死亡までの軌跡 

―要介護発生の背景、医療介護費用に着目した分析 

 

研究代表者 伊藤 智子 筑波大学医学医療系 

 

研究要旨 

本研究では、リンケージデータを用いた研究や行政の動向のレビューと、リンケージデータを

用いた研究のユースケースを示すことで、リンケージデータの今後の利活用に向けた参考資料

を作成した。これまでのレビュー結果から、リンケージデータ活用において必要な運営体制等

が見いだされた。またユースケースからは、各自治体が保有するデータをリンケージ活用する

ことの有用性が示唆された。 

 

研究分担者 

筑波大学医学医療系  田宮菜奈子 

筑波大学医学医療系  森隆浩 

 

A. 研究目的 

以下の 2 つの目的を通して、公衆衛生

におけるリンケージデータの有効性を議論

する。 

目的 1：リンケージデータを用いた研究や

行政の動向をレビューする。 

1-1 海外における高齢者を対象とした調査

データにおけるリンケージ利用の実態 

1-2 韓国における公的データリンケージ活

用の実態 

目的 2：リンケージデータを用いた研究の

ユースケースを示す。 

2-1 要介護認定前の医療サービスの利用実

態 

2-2 死亡前 1 年間におけるサービス費用 

 

B. 研究方法 

1-1 高齢者ヘルス領域におけるリンケー

ジデータを用いた研究の実績について、

PubMed を用いて、検索語「Elderly Care 

Linkage」によって文献を検索した。検索

にヒットした文献のうち、主要なリンケー

ジデータソースを抽出し、そのデータ提供

の方法や研究実績についてレビューした。 

 

1-2 韓国における公的データリンケージ

活用の実態について、 

・ 韓国の公衆衛生領域における公的ビッ

グデータ管理の仕組み 

・ データリンケージの方法 

・ 関連する研究実績の紹介 

・ 研究における限界 

等の観点から情報収集した。 

 

2-1 A 市（人口 5 万人規模、高齢化率全

国平均との差+5%）の医療保険データと介

護保険データとの個人単位での連結データ

（以下、医療介護データ）（2012～2016

年）を用いた。75 歳以上の対象において、

初回要介護認定を受けた者を認定群とした。

対照群は、認定を受けていない者から性別、

年齢、認定時期によって認定群とマッチン

グした者を選定した（1:1 マッチング）。

認定群と対照群において、認定時期（対照
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群においてはマッチングされた時期）の前

1 年間における医療サービスの利用状況を

比較した。 

 

2-2 B 市（人口 40 万人規模、高齢化率全

国平均との差-3%）の医療保険データと介

護保険データとの個人単位での連結データ

（以下、医療介護データ）、認定調査デー

タおよび死亡 /転出データ（2012～2014

年）を用いた。2013 年 4 月～2015 年 3

月の間に死亡した高齢者を対象とし、死亡

月から 12 か月分の医療保険請求額（ただ

し、医科請求分のみ）、介護保険請求額、

および医療と介護の合計額を算出し、性別、

死亡時年齢および死亡時要介護度別にみた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究で用いるデータは、個人情報を含

まない。また本研究は筑波大学医学医療系

倫理委員会の承認（承認日：2019 年 12 月 2

日、承認番号：1448）を得て実施した。 

 

C. 研究結果 

1-1 検索の結果、254 件（2021 年 2 月時

点）が該当し、そのうち、リンケージデー

タに関する文献は 96 件であった。SEER-

Medicare linked database （ 米 国 ）、

Clinical Practice Research Datalink（英

国 ）、 Survey of Health, Ageing and 

Retirement in Europe (EU)、The Centre 

for Health Record Linkage (オーストラリ

ア、ニューサウスウェールズ州)、ICES

（カナダ、オンタリオ州）、Rochester 

Epidemiology Project medical record（米

国、ミネソタ州オルムステッド郡）の 7

種類のデータベースが見いだされ、各デー

タベースにおける運営体制やデータ内容、

データ利用方法などを比較した。報告事例

の 7 件中 3 件が米国における事例であり、

英国 1 件、EU1 件、オーストラリア 1 件、

カナダ 1 件である。データ間のリンケー

ジ方法は社会保障番号などの個人番号を用

いた Deterministic Linkage が 4 件であっ

た。また、データの利用料については、4

件が有料であった。データベース提供事業

の運営組織は様々であり、国立研究所や大

学内の特別部局、あるいは NPO 組織など

によるものであった。 

 

1-2 韓国では NHIS（National Health 

Insurance Service）のレセプトデータを

中心にその他のデータともリンケージして、

研究目的にデータ提供しており、その規模

は全被保険者をカバーする悉皆データとな

っている。NHIS レセプトデータは 2017

年で 700 件以上の提供実績があり、様々

な観点から研究利用されている。NHIS の

データは National Health Insurance 

Sharing Service（NHISS）によってサン

プルコホートデータベース（DB）、カスタ

マイズ DB、健康疾患指数 DB などとして

提供され、国民健康情報データの適用から

研究成果の共有に至るまで、利用者のアク

セスと利用の利便性を高めている。おおま

かな研究テーマに沿うように既にいくつか

のデータリンケージがなされセットになっ

て提供可能となっている点が特徴であり、

例えば高齢者に関するデータセットとして

は、死亡情報＋障害の程度＋社会経済的情

報＋医療サービスの利用状況＋介護サービ

スの利用状況がリンケージされている。デ

ータリンケージは公的個人番号による

Deterministic linkage である。近年では、

こうした NHISS 提供のリンケージデータ

を利用した報告が出てきており（J Bahk, 

et al. J Korean Med Sci. 2017、SG Seong, 

et al. Int J Epidemiol. 2017）、これから

さらに研究が加速されるものと考えられる。 

 

2-1 本分析においては、認定群 1,342 人、

対照群 1,342 人の計 2,684 人が対象であっ

た。ポアソン回帰による分析の結果、要介
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護認定された者は通院日数が多い傾向がみ

られた（相対リスク比 1.27、95%信頼区

間 1.25-1.29）。また、要介護認定者の中で、

要介護度別に比較したところ、要支援 1-2

に対して、要介護 1-2（0.75、0.73-0.77）

および要介護 3-5（0.72、0.70-0.74）では

通院日数が少なくなる傾向がみられた。ま

た、ポアソン回帰による分析の結果、要介

護認定された者は入院日数が多い傾向がみ

られた（相対リスク比 3.04、9%%信頼区

間 2.92-3.15）。また、要介護認定者の中で、

要介護度別に比較したところ、要支援 1-2

に対して、要介護 1-2（1.20、1.14-1.27）

および要介護 3-5（2.42、2.29-2.54）では

入院日数が多くなる傾向がみられた。 

 

2-2 最終分析対象は 3,468 人であった。

各請求額について、初めに介護保険請求額

では、死亡時年齢が高いほど、女性、そし

て死亡時要介護度が重度であるほど、請求

額が高くなる傾向がみられた。一方で、医

療保険請求額では、死亡時年齢が高いほど、

男性、死亡時要介護度が重度であるほど、

請求額が低くなる傾向がみられた。介護保

険請求額と医療保険請求額との合計額につ

いては、死亡時年齢が高いほど、男性、死

亡時要介護度が重度であるほど、請求額が

低くなる傾向がみられた。重回帰分析の結

果、介護保険請求額については、死亡時年

齢が高いほど、女性、死亡時要介護度が重

度であるほど請求額が高くなる傾向がみら

れた。医療保険請求額では、死亡時年齢が

80-85 歳の者に対し、95-99 歳、および

100＋歳における請求額が低くなる傾向が

みられた。また、女性で低くなる傾向があ

り、死亡時要介護度が重度であるほど請求

額も高くなる傾向がみられた。合計額では、

死亡時年齢では 100＋歳のみ有意に請求額

が低くなる傾向がみられ、死亡時要介護度

が重度であるほど請求額が高くなる傾向が

みられた。性別に有意な差はみられなかっ

た。 

 

D. 考察 

1-1 世界有数のデータベースのリンケー

ジ事例から、本邦のリンケージデータ活用

における課題を考察した。それぞれのデー

タベース管理およびリンケージ処理は、半

公的あるいは第三セクター的な位置付けの

専門組織によって行われていた。こうした

運営方法は、我が国のように各官庁の既存

の組織内の限られたソースの中で管理され

ていることに比較して、多くの案件を迅速

に処理することを可能にしているとみられ

た。その結果、提供されたリンケージデー

タを用いてタイムリーな研究結果に繋がり、

データ活用の有効なフローの構築に貢献し

ていると考えられた。 

 

1-2 韓国では、早くから NHIS レセプト

データの研究目的利用を促進しており、近

年では他データとのリンケージ利用も行わ

れている。また、データ提供においては、

ランダムサンプリングに基づく省コストな

データ提供を行っており、こうした提供方

法や運営体制は、本邦における公的データ

の研究目的利用およびリンケージ活用の促

進に向けた有効な参考になると考えられる。 

 

2-1 本分析では、初めて初回要介護認定

前の医療サービスの利用状況を記述した。

医療介護レセプトデータのリンケージデー

タがあるからこそ可能な分析であり、初回

要介護認定に対する要因を医療サービス面

から明らかにすることが期待できる。要介

護認定前の医療サービス利用については、

要介護認定者は医療サービスの利用の多い

傾向がみられ、要介護認定者が慢性疾患を

有する傾向が強いことが背景にあると考え

られる。さらに要介護度別では、要介護度

が軽いと外来利用が多く、要介護度が重い

と入院利用が多い傾向がみられた。これは
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疾患の重症度が反映されていると考えられ、

入院を要するほどの重症度の高い者がその

まま要介護度が重く認定されるという経過

を示しているものと考えられた。本研究で

は、初回要介護認定前の入院・外来の利用

日数を記述したに過ぎない。今後の課題と

しては、どういった診療内容や薬剤処方等

が、初回要介護認定のタイミングや要介護

度に関連しているか検証し、また認定後の

介護サービス利用に影響しているか検証す

ることである。そうした検証から、「診療

によって初回要介護認定は予防でき、その

後の介護費用を抑制しうるか」といった重

要な議論に寄与することができると考える。

本研究はそうした議論に向けた極めて初歩

的な分析ではあるが、縦断的なリンケージ

データの強みを理解し、今後の研究への発

展を期待できるものと考える。 

 

2-2 本分析では死亡前 1 年間の限定的な

ヘルスケアコストではあるが、医療保険レ

セプトデータ、介護保険レセプトデータ住

民基本台帳データ、認定調査データの複数

データをリンケージしたことにより可能と

なった記述的研究である。その結果、介護

保険請求額については、死亡時要介護度を

含む重回帰分析により年齢が高くなるほど

介護保険請求額が高くなる一方で、医療保

険請求額は低くなるといった、サービス横

断的な傾向をみることができた。こうした

レセプトデータに基づく検証は、医療介護

のリンケージデータであるからこそ可能と

なるものであり、今後、地方自治体が独自

のデータベースを利活用する上での基礎的

研究になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

E．結論 

本研究では、リンケージデータを用いた

研究や行政の動向のレビューと、リンケー

ジデータを用いた研究のユースケースを示

すことで、リンケージデータの今後の利活

用に向けた参考資料を作成した。これまで

のレビュー結果から、本邦のリンケージデ

ータ活用あるいはデータリンケージそのも

のの促進においては、官庁横断的で専門的

な運営体制が必要であると考えられた。ま

た、その運営においては、データマネージ

に長けた人材と設備が不可欠であり、資金

面における安定的なバックアップも重要で

あると考えられた。またユースケースから

は、各自治体が保有する医療介護データお

よび住民基本台帳データ（死亡/転出デー

タ）をリンケージ活用することの有用性が

示唆され、各自治体が独自にリンケージデ

ータ分析を行い、地域に合った政策を検討

する上で欠かせない方法であると考えられ

た。 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

Tomoko Ito, Takahiro Mori, Hideto 

Takahashi, Natsumi Shimafuji, Katsuya 

Iijima, Satoru Yoshie, Nanako Tamiya. 

Prevention services via public long-term 

care insurance can be effective among a 

specific group of older adults in Japan. 

BMC Health Services Research. In press. 

 

２．学会発表 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得   なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他    なし
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（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業）） 

分担研究報告書 

 

高齢者ヘルス領域における海外データリンケージの状況 

 

研究代表者 伊藤 智子   筑波大学医学医療系 助教 

研究分担者 田宮 菜奈子  筑波大学医学医療系 教授 

研究分担者 森 隆浩    筑波大学医学医療系 准教授 

 

研究要旨 

高齢者ヘルス領域におけるリンケージデータを用いた研究の実績について、PubMed を

用いて、検索語「Elderly Care Linkage」によって文献を検索した。検索にヒットした文献

のうち、主要なリンケージデータソースを抽出し、そのデータ提供の方法や研究実績につい

てレビューした。その結果、7件の大規模データベースについてレビューし、そのうち 3件

が米国における事例であり、英国 1件、EU1件、オーストラリア 1件、カナダ 1件であっ

た。これら海外のデータベース運営方法は、我が国のように各官庁の既存の組織内の限られ

たソースの中で管理されていることに比較して、多くの案件を迅速に処理することを可能

にしていると考えられた。 

 

A． 研究目的 

海外のデータリンケージの実態を把握

すべく、今回は、特に高齢者ヘルス領域に

おける海外の著名な大規模データリンケ

ージのおよびそのデータを用いた研究実

績についてレビューを行った。 

 

B． 研究方法 

 高齢者ヘルス領域におけるリンケージ

データを用いた研究の実績について、

PubMedを用いて、検索語「Elderly Care 

Linkage」によって文献を検索した。検索

にヒットした文献のうち、主要なリンケー

ジデータソースを抽出し、そのデータ提供

の方法や研究実績についてレビューした。 

 

C．研究結果 

 検索の結果、254件（2021年 2月時点）

が該当し、そのうち、リンケージデータに

関する文献は 96 件であった。SEER-

Medicare linked database （米国）、

Clinical Practice Research Datalink（英

国）、 Survey of Health, Ageing and 

Retirement in Europe (EU)、The Centre 

for Health Record Linkage (オーストラ

リア、ニューサウスウェールズ州)、ICES

（カナダ、オンタリオ州）、Rochester 

Epidemiology Project medical record（米

国、ミネソタ州オルムステッド郡）の 7種

類のデータベースが見いだされ、各データ

ベースにおける運営体制やデータ内容、デ

ータ利用方法などを比較した。報告事例の



6 

 

7件中 3件が米国における事例であり、英

国 1 件、EU1 件、オーストラリア 1 件、

カナダ 1 件である。データ間のリンケー

ジ方法は社会保障番号などの個人番号を

用いた Deterministic Linkage が 4 件で

あった。また、データの利用料については、

4件が有料であった。データベース提供事

業の運営組織は様々であり、国立研究所や

大学内の特別部局、あるいはNPO組織な

どによるものであった。 

 以下に各データベースの詳細を説明す

る。 

 

１．全国、国際規模の医療突合データベー

ス 

１）SEER-Medicare database（米国） 

 米国の SEER-Medicare database は、

Surveillance, Epidemiology and End 

Results (SEER)と Medicare の利用情報

を統合した、高齢がん患者に関する全国規

模の医療データベースである。1 2 

 SEER-Medicare databaseは、高齢がん

患者に関する研究支援を目的として、

SEER を管理する政府機関である

National Cancer Institute (NCI) と、

Medicare の請求データを保有する 

Centers for Medicare & Medicaid 

Services (CMS)によって、1991年に設立

された。現在もこの 2 機関が管理および

突合を行う。1991 年の最初の突合から、

2018年までに 8回のフォローアップが行

われている。 

 米国ではがんが新規診断された場合、医

療提供者は所属地域のCancer registryへ

の報告が求められている。NCI が執行す

る SEER プログラムは全国の Cancer 

registryの情報を収集する。がんの新規診

断情報に加えて、人口統計的情報（診断時

の年齢、性別、人種、民族的帰属など）、

診断された日付、腫瘍の特徴、生存情報、

死因に関するデータを内包する。2018 年

以降、SEER は米国人口の約 35%が居住

する 21 州の Cancer registry から情報を

収集している。米国全体と比較すると、

SEER登録者の人口構成は人種的、民族的

多様性に富み、経済的に恵まれない人々を

含む傾向にある。 

 Medicare は、米国の 65 歳以上人口の

約 94%を対象とした健康保険プログラム

である。出資は CMS が行う。SEER-

Medicare databaseには、Medicareが記

録する病院、外来治療施設、医療従事者、

ホスピス、在宅医療サービスの請求情報が

含まれる。 

 補 助的データとして、 SEER と

Medicareに登録された患者の郵便番号で

国勢調査局の情報を参照することで、社会

経済学的情報（地域の世帯収入の中央値、

教育レベル）を導入している。また、患者

に対応した医療提供者に関するデータベ

ースや、患者の合併症インデックスも含ま

れる。 

 SEER と Medicare database における

個人の突合には、各データに含まれた社会

保障番号（SSN）、氏名、性別、生年月日、

死亡日を使用したDeterministic Linkage

が用いられる。2018 年の最新版時点で、

SEER 登録者の 96%が Medicare のデー

タとリンケージされている。 

 研究例としては、SEERのがん診断情報

とMedicareの人口統計データを組み合わ

せることで、がんの初診断時のステージの
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傾向と、人種およびスクリーニングサービ

スの利用頻度の関連性を検証したものが

ある。3 

 

２）Health and Retirement Study (HRS)

（米国） 

 Health and Retirement Study（HRS）

は、米国に住む 51 歳以上の 37,000 人以

上を対象とした長期パネル調査である。4

老齢化に伴って変化する健康と経済状況

に関するデータの提供を目的として、国立

衛生研究所傘下のアメリカ国立老化研究

所（National Institute on Aging, NIA）

によって 1992 年に創立された。HRS は

高齢者の健康と経済状況を対象とした米

国初の長期的研究であり、参加者の収入と

豊かさ、健康や認知機能と医療サービスの

利用、職業と引退、家族とのつながりとい

った広範なテーマに着目する。 

 長年にわたり、米国の科学者と政策立案

者は米国人口の急速な高齢化を予測して

いた。1980年代、NIAは高齢化研究をサ

ポートする情報源の必要性を認識し、Dr 

Richard Suzmanの指揮のもと、HRSの

基本的枠組みが確立された。1990 年に米

国議会がNIAにHRSの創設を指示した。

HRS は NIA の社会行動研究部門

（ Division of Behavioral and Social 

Research, BSR）と、社会保障局（Social 

Security Administration）の共同出資に

よって運営される。 

 HRSの調査は、BSRと共同契約を結ぶ

ミシガン大学の Institute for Social 

Research (ISR)によって行われ、1992年

から2016年にピックアップされた世代別

の 6つのコホートをフォローアップする。

5参加者の半数は対面のインタビュー、体

力測定、バイオマーカー測定によって情報

を取得し、残りの半数は電話によるコア・

インタビューのみを行う。フォローアップ

調査は 2 年毎に行われる。HRS は

National Death Index（NDI)との突合に

よって参加者の生存情報を確認し、死亡時

には配偶者や子供にインタビューを行い、

死亡した参加者の医療費、家族の交流、資

産の処分などについて調査する。 

 HRS の個人データは社会保障、

Medicare、復員軍人援護局（Veteran’s 

Administration）、雇用年金、National 

Death Indexの死亡情報、アメリカ合衆国

退役軍人省（Veterans Affairs）の医療記

録といった行政データとの突合が行われ

る。行政データとの突合には参加者の同意

が必要であり、Medicareとの突合の同意

率は 78%から 84%である。また、参加者

の年金情報と雇用主の履歴を参照できる

Employer Identification Number (EIN)

の取得が試みられている。 

 HRS と行政データの突合のプロセスは

対象となるデータに応じて異なる。

Centers for Medicare & Medicaid 

Services (CMS)のデータとの突合6では、

第三者機関である Acumen に HRS と

CMSがデータを送信し、Acumenが個人

情報の突合を行ってファイルを生成する。

退役軍人省のデータの突合7では、HRSの

ファイルが  VA Information Resource 

Center (VIReC)に送信され、VIReCによ

って個人情報の Probabilistic linkage が

行われる。 

 HRS のデータを用いた突合研究例とし

ては、HRS が取得したアルコールの消費



8 

 

量と NDIの死亡データの突合データを使

い、アルコール摂取と高齢者の死亡率の相

関性を調査した研究8や、HRSの参加者情

報、NDIの死亡データ、Medicareの請求

データを突合し、参加者の最後の 6 ヶ月

の医療支出における人種的、民族的傾向の

差異を調査した研究9がある。 

 

３）Clinical Practice Research Datalink

（CPRD）（英国） 

 Clinical Practice Research Datalink 

(CPRD) は、英国内で最も大規模な研究

用医療データベースである。英国の保健省

（Department of Health and Social Care）

の下部機関である医薬品・医療製品規制庁

（Medicines and Healthcare products 

Regulatory Agency, MHRA）と国立衛生

研究所（National Institute for Health 

Research）の助成を受けている。1011 

 CPRD は、デジタル健康記録データを

用いた医療研究における英国独自のポジ

ションを構築するという政府の戦略の一

環として、2012年 4月に設立された。12 

 英国に在住記録のある累計 5000 万人

（現在の居住者では 1500万人）の医療関

連データを、全国の一般診療医から収集す

る。13データの収集・管理は MHRA が行

う。14 

 内包するデータは、外来診療、入院、救

急医療、治療アウトカム、死亡、がん診断、

メンタルヘルスなどの医療情報のほか、郵

便番号を基軸とした居住地域の貧困度な

どの人口動態学的情報を含んでいる。 

 CPRD における個人情報の突合は、保

健省の下部機関である NHS Digital が行

う。15国民保険番号、郵便番号、生年月日、

性別を用いた 8 段階の Deterministic 

Linkageによって個人が突合される。突合

後、個人を特定する情報は消去される。 

 CRPD の情報を取得するためには、プ

ロトコル申請書の提出、 Independent 

Scientific Advisory Committee (ISAC)に

よる承認、およびライセンス支払いが必要

である。16 

 利用ライセンスは複数の研究に使うこ

とができる 12ヶ月間の定額制と、単独研

究用のライセンスに分かれており、アクセ

ス可能なデータベースと利用者の性質に

応じて種別と料金が異なる。また個人の突

合には追加料金を請求する。17 

 CPRD を用いた研究例としては、糖尿

病患者の低血糖症による入院傾向につい

て、高齢患者とそれ以外の年齢層の患者の

比較研究が行われた。18若年患者と比較し

て、高齢の糖尿病患者の低血糖による入院

率は 1998 年から 2013 年に上昇している

ことが確認された。 

 

４ ） Survey of Health, Ageing and 

Retirement in Europe (SHARE)（EU） 

 Survey of Health, Ageing and 

Retirement in Europe (SHARE)19は、EU

の大半の所属国およびイスラエルの 50歳

以上の人口を対象とした、健康、社会経済

学、および社会と家族ネットワークという

複数の視点における長期的研究である。 

 SHAREは、欧州連合内の高齢化人口に

関する科学的エビデンス取得への強い関

心を背景に、複数の領域の科学者による長

期的サーベイのインフラとして2002年に

発足された。2011年から SHARE は初の

European Research Infrastructure 
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Consortium (ERIC)となり、重要な国際組

織としての優位性を得た。調査参加者は約

14万人であり、2004年から 2017年まで

に 7 回の調査が行われている。20SHARE

のデータの統合はマックス・プランク社会

法・社会政策研究所（ Max Planck 

Institute for Social Law and Social 

Policy）の 1部門である、Munich Center 

for the Economics of Aging (MEA)が行う。

2122 

 SHAREの調査は質問票、体力測定、バ

イオマーカーの測定によって行われる。質

問票では参加者の年齢、性別、既往歴、入

院歴、ワクチン接種歴のほか、結婚状態、

雇用や経済状態を調査し、身体測定では握

力、心肺機能、歩行能力などを記録する。

身長、ウエスト、血圧や Dried blood spots

によるバイオマーカー測定はドイツの対

象者に限定される。参加者が死亡した場合

は、代理人との対面あるいは電話によるフ

ォローアップで参加者の最終生存年の情

報を取得する。 

 SHARE が収集するデータは幅広い領

域に渡るが、外部の行政データとの突合を

行うことによって、より正確かつ完全な情

報を取得できる。SHAREはドイツ年金基

金（German Pension Fund, DRV）と協力

しており、DRV が保有するサーベイデー

タとの突合が可能である（SHARE-RV）。

SHARE-RV における個人の突合には、

Social Security Number を使用した

Deterministic Linkageを採用する。23 

 デンマーク（REGLINK-SHAREDK）、

オランダ（Linkage SHARE NL）の行政

データとの突合も行われている 24が、

SHARE-RVも含めて、利用されている研

究例は少ない（ 2021 年 5 月現在の

PubMed 検索では"SHARE-RV"のヒット

が 2件、REGLINK-SHAREDK、Linkage 

SHARE NL はヒットせず）。その理由と

しては、突合データの設立が新しいことや、

SHARE 自体のデータが広範にわたるた

め、SHAREのみで研究が完結する傾向が

強いことが考えられる。 

 行政データと SHARE の突合研究の例

として、ドイツにおける 50 歳から 65 歳

の労働者のストレスと引退年齢を調査し

たもの25がある。この研究では SHARE-

RVを用いているが、データの突合には参

加者の同意が必要であり、サンプル数が限

定されてしまうことが論文内で言及され

ている。このような背景から、ある 1国の

データを調査する場合、EUの横断研究で

ある SHARE よりも、他の国内の調査を

用いた方が多くの正確なサンプルが確保

できることが、SHAREの突合研究が少な

い理由の 1つとして考えられる。 

 SHARE を使用した高齢者に関する研

究例としては、65 歳以上の対象者の多剤

併用の傾向と関連因子についての 17カ国

の横断的研究がある。265種類以上の薬剤

を併用する患者の割合は、居住国によって

26.3%から 39.9%まで分かれていた。この

研究のように、複数の参加国の状況を同じ

尺度から横断的に調査できることが

SHAREの長所として認められる。 

 

２．地域・州規模の医療突合データベース 

１ ） The Centre for Health Record 

Linkage（CHeReL）（オーストラリア） 

 The Centre for Health Record Linkage

（CHeReL）27は、オーストラリアのニュ
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ーサウスウェールズ州およびオーストラ

リア首都特別地域の約6900万人を対象と

した医療データベースの突合ユニットで

ある。 

 CheReLは研究者・ヘルスプランナー・

政策立案者に医療に関するリンケージ情

報を提供し、健康に関連する活動を支援す

ることを目的として、ニューサウスウェー

ルズ州保健省（The NSW Ministry of 

Health）によって 2006 年に設立された。

2829同省が管理および資金提供を行う。3031 

 CHeReL のデータユニットが医療機関

から取得する医療データは、緊急医療、入

院、出生、死因、がん診断などである。32 

 各データの個人の突合は、CHeReL の

データリンケージユニットによって施行

される。33研究者からのデータ提供の要望

があった際は、まず対象となる医療データ

から個人情報を分離し、氏名、性別、生年

月日などの個人情報をもとに独自の個人

識別番号を適用する。その後、個人識別番

号で各個人の医療データを突合し、研究者

に提供するというプロセスを経る。この突

合は個人情報をベースとしており、

Choicemaker というソフトウェアを使用

した Probabilistic linkage である。

3435CHeReL は突合の偽陽性率 0.5%を目

標として掲げている。 

 CheReLのデータへのアクセスには、研

究プロトロルと申請書の承認が必要であ

る。36料金はプロジェクトの性質と利用デ

ータ量に依存する。37公式サイトが紹介す

る例では、2 種類のデータベースからの

50,000 人分の突合情報の取得には約

5,000豪ドルが請求される。また、外部の

データベースとの突合には追加料金が求

められる。 

 高齢者を対象とした研究例として、

2007 年にニューサウスウェールズ州で死

亡した 70 歳以上の 34,556 名を対象に、

入院記録、がん登録情報、死亡記録および

死因情報を突合して、最終生存年における

医療サービス利用の特徴が調査された。38

対象者の 82%が最終生存年に 1 回以上入

院しており、21%は 4回以上入院していた

ことが判明した。 

 

２）ICES（カナダ） 

 ICESは、カナダ・オンタリオ州の医療

関連データを収集し、医療に関する意思決

定のエビデンスとして提供することを目

的として、1992 年に設立された非営利の

研究機関である。39ICES はオンタリオ州

の Ministry of Health and Long-Term 

Care による公的出資を受けており、民間

部門からは出資されていない。40 

 ICES はオンタリオ州の公的出資を受

けた健康管理機関からデータを収集し、

2013 年時点で約 1300 万人分の医療記録

を包有する。41がん、脳卒中、心臓病とい

った特定疾患のデータベースのほか、慢性

疾患患者のコホート、入退院、手術、リン

ケージ可能な Canadian Community 

Health Survey のような大規模な健康調

査データ、国勢調査、人口動態学的データ

を含む。42 

 ICESにおける個人データの突合は、患

者個人を特定する情報を排除して行われ

る。ICESは協力機関から医療データを取

得後、氏名などの個人情報を消去し、代わ

りに独自の識別番号（ICES Number）を

割り振った後に他のデータとの突合を行
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う。43 

 高齢者を対象とした研究例としては、

2010 年から 2016 年の間にステージ I の

乳がんの診断を受けた 65歳以上の患者を

対象に、内分泌療法、放射線療法、補助的

治療のアウトカムの差異が調査された。44

局所再発リスクは補助的治療を受けてい

ないグループで有意に高かった。また、内

分泌療法と放射線療法のリスク差は小さ

かった。この研究ではがん患者、入退院、

日帰り手術、人口動態学情報のデータベー

スを突合している。 

 

３ ） Rochester Epidemiology Project 

medical records‐linkage system（REP）

（米国） 

 Rochester Epidemiology Project 

medical records‐linkage system（REP）

は、ミネソタ州オルムステッド群の人口を

カバーする医療情報突合プログラムであ

る。45明確に定義された人口における長期

的な医療データの提供を目的として 1966

年に設立された。設立から 47年間はアメ

リカ国立衛生研究所（National Institutes 

of Health,  NIH）が、現在はアメリカ国

立老化研究所（National Institute on 

Aging, NIA）が資金を提供している。2012

年時点で 50以上の医療提供機関が参加し、

502,820名の医療データを格納する。 

  20世紀前半から、メイヨ・クリニック

（Mayo Clinic）は患者番号を用いた独自

の医療記録を保有していた。この医療記録

を使用した研究に影響を受けた神経学と

伝染病学の専門家である Leonard T. 

Kurland は、1966 年に NIH から資金調

達を行い、ロチェスター市とオルムステッ

ド州の他の医療施設に診断コードのイン

デックスを創立したことで、メイヨ・クリ

ニックの医療記録との突合が可能になっ

た。これが REPの創設である。46 

 REP に参加する全ての医療提供者は、

患者の人口統計学的な情報（氏名、性別、

生年月日、住所）、Mayo Clinic patient 

number などの医療提供者固有の患者個

人番号、および医学的状態や外科処置につ

いての診断コードを REPに提供する。年

4 回もしくは年 2 回の周期でデータの取

得を行う。診断・外科処置コードが対応す

る患者データと適切に突合された後に、

REPのインデックスに記録される。 

 死亡日については、医療提供者からは他

の患者情報の習得時に、ミネソタ州の死亡

登録簿からは年 4回の周期で取得を行う。

死因情報はミネソタ州が提供する。また、

オルムステッド郡における検死情報も提

供される。 

 REP のデータを研究利用するためには、 

Mayo Clinic、Olmsted Medical Center 

(OMC) 、 Institutional Review Boards 

(IRBs)による研究プロトコルの承認が必

要である。47承認を受けた研究者は、REP 

Browser という専用のアプリケーション

を使用して、個人単位に突合された患者情

報にアクセスすることができる。 

 複数の医療提供期間の患者情報の突合

方法として、REP は 1966 年の設立時か

ら 2002年まで、研究ごとに特定の患者情

報 を マ ッ チ ン グ す る Probabilistic 

Linkageを採用していたが、煩雑でコスト

が掛かり、エラーの発生率が高かった。

2002 年以降は、SAS software package 

(SAS Institute, Inc., Cary, North 
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Carolina) の Soundex phonetic filing 

system を採用することで、誤記が起きや

すい名前を自動的に突合することが可能

になった。現在では氏名、性別、生年月日、

社会保険番号といった個人情報を合計 20

段階の方法で突合し、更に REPのテクニ

カルチームによるチェックを加えること

で、正確性を確保している。48 

 REP には限界も指摘されている。サン

プル人口が限定的であることから、膵臓が

ん、卵巣がんなどの希少な疾病の研究は困

難であるほか、定期的な医療記録には残さ

れない軽度認知障害や胃食道逆流といっ

た症状の研究も難しいとされている。また、

REP の対象人口の社会経済学的な特徴は

米国北中西部を反映したものであり、他地

域の人種・民族的特徴とは異なることに留

意する必要がある。 

 REP を利用した研究として、オルムス

テッド郡の 65 歳以上の高齢者を対象に、

抗うつ剤の過剰処方に関わる予測因子が

調査された。49その結果、介護老人ホーム

の居住、合併症、緊急外来の使用、併用薬

の処方、対面以外の方法による処方などが

抗うつ剤の過剰処方の関連因子として判

明した。 

 

D． 考察 

 世界有数のデータベースのリンケージ

事例から、本邦のリンケージデータ活用に

おける課題を考察した。それぞれのデータ

ベース管理およびリンケージ処理は、半公

的あるいは第三セクター的な位置付けの

専門組織によって行われていた。こうした

運営方法は、我が国のように各官庁の既存

の組織内の限られたソースの中で管理さ

れていることに比較して、多くの案件を迅

速に処理することを可能にしているとみ

られた。その結果、提供されたリンケージ

データを用いてタイムリーな研究結果に

繋がり、データ活用の有効なフローの構築

に貢献していると考えられた。 

 

E．結論 

高齢者ヘルス領域におけるリンケージ

データを用いた研究の実績について、

PubMedを用いて、検索語「Elderly Care 

Linkage」によって文献を検索した。検索

にヒットした文献のうち、主要なリンケー

ジデータソースを抽出し、そのデータ提供

の方法や研究実績についてレビューした。

その結果、7件の大規模データベースにつ

いてレビューし、そのうち 3 件が米国に

おける事例であり、英国 1 件、EU1 件、

オーストラリア 1 件、カナダ 1 件であっ

た。これら海外のデータベース運営方法は、

我が国のように各官庁の既存の組織内の

限られたソースの中で管理されているこ

とに比較して、多くの案件を迅速に処理す

ることを可能にしていると考えられた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得   なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他    なし 
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表 1 データベース間の比較 

 

データベース名 国 設立年 運営組織 リンケージ方法 利用料 特徴

1 SEER-Medicare linked database 米国 1991年 国立研究所 DL 有料 がん患者の追跡

2 Health and Retirement Study (HRS) 米国 1992年 大学
DL

(一部PL）
無料 生活習慣調査

3
Clinical Practice Research Datalink

（CPRD）
英国 2012年 官公庁 DL 有料 豊富な医療情報

4
Survey of Health, Ageing and Retirement in

Europe (SHARE)
EU 2002年 国立研究所 DL 無料 質問表含む

5
The Centre for Health Record Linkage

(CHeReL)

オースト

ラリア
2006年 独立公共機関 PL 有料 死亡情報含む

6 ICES カナダ 1992年 NPO PL 有料 州内悉皆データ

7
Rochester Epidemiology Project medical

records‐linkage system（REP）
米国 1966年 医療提供機関 PL 無料 剖検情報含む

DL: Deterministic Linkage, PL: Probabilistic linkage
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表 2 SEER-Medicare linked database 

データベース・組織名 SEER-Medicare linked database 

所属国・州 アメリカ合衆国 

設立年 1991年 

種別 リンケージデータベース 

データベース管理機関 アメリカ国立がん研究所（National Cancer Institute, NCI） 

資金提供機関 アメリカ合衆国保健福祉省（Department of Health and Human Services） 

データ対象 SEER: 米国人口の約 35%が居住する 21州のがん患者のデータベース 

メディケア: 65歳以上の米国民の約 94%が受給する公的医療保険制度。長期的な障害や疾患を持つ 65歳

未満も参加 

65歳以上の SEER登録者の約 95%がメディケアの利用情報とリンケージされている 

データ期間 1991年～現在 

データコンテンツ SEER: がんの診断部位、診断日、腫瘍の特徴（組織構造、グレード、ステージ）、初発腫瘍数、生存状態、

人口動態学的情報（診断年齢、性別、人種、民族など）、National Center for Health Statisticsの保有す

る死因情報 

メディケア: 性別、人種、居住州、パート A～Dの参加情報、診断コード（ICDコード）、短期・長期の入

退院情報、医療・介護サービスの請求情報、パート Dの処方情報など 

（提供データには社会保障番号、氏名、誕生日などの個人情報は含まれない） 

データ収集方法 SEER（Surveillance, Epidemiology and End Results）のがん患者データを管理する NCIが、メディケ

アの参加者情報・請求情報をメディケア・メディケイド・サービスセンター（Centers for Medicare & 

Medicaid Services, CMS）から収集し、リンケージして提供する 
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リンケージできる外部データ 外部データと個人レベルのリンケージが可能。NCI が個人を特定する情報をリンケージ先の組織に受け

渡さない形でデータを授受し、リンケージデータを生成する 

リンケージ方法 Deterministic Linkage 

氏名、性別、生年月日、死亡日、社会保障番号を照合する 

リンケージ完了後、氏名、社会保障番号はファイルから消去される 

データ利用方法 研究目的を記載した申請書の提出と、NCI と SEER による承認が必要。要求するデータセットの内容に

応じて料金を請求する。 

※アメリカ国外の研究者には公開していない 

主な研究例 SEERのがん診断情報とメディケアの人口統計データをリンケージし、がんの初診断時のステージの傾向

と、人種、予防サービスの利用頻度の関連性を検証 
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表 3 Health and Retirement Study (HRS) 

データベース・組織名 Health and Retirement Study (HRS) 

所属国・州 アメリカ合衆国 

設立年 1992年 

種別 研究プロジェクト 

データベース管理機関 ミシガン大学社会調査研究所（Institute for Social Research (ISR) at the University of Michigan） 

資金提供機関 アメリカ国立老化研究所（National Institute on Aging, NIA）社会行動研究部門（Division of Behavioral 

and Social Research, BSR） 

アメリカ合衆国社会保障局（Social Security Administration） 

データ対象 51歳以上の米国在住者累計 37,000人以上（現在のパネルは約 20,000人） 

データ期間 1992年～現在（2年毎にフォローアップ） 

データコンテンツ コア・インタビュー（人口動態学的情報、健康状態、家族構成、住居、経済状況など） 

体力・バイオマーカー測定、心理社会学的調査 

データ収集方法 参加者を直接調査して収集する。参加者の半数には対面のインタビュー、体力・バイオマーカー測定を行い、

残りの半数は電話によるコア・インタビューのみを実施する 

参加者の生存情報は HRSの調査とNational Death Index（NDI）との突合で確認する。死亡確認時は配偶

者や子供にインタビューを行い、死亡した参加者の医療費、家族との交流、資産の処分などを調査する 

リンケージできる外部デー

タ 

社会保障、メディケア、復員軍人援護局（Veteran’s Administration）、雇用年金、National Death Index

の死亡情報（2014年まで）、アメリカ合衆国退役軍人省（Veterans Affairs）の医療記録などの行政データ 
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リンケージ方法 リンケージする行政データに応じて異なる 

・メディケア・メディケイド・サービスセンター（Centers for Medicare & Medicaid Services, CMS）のデ

ータとの突合 では、HRSが第三者機関である Acumen にデータを送信し、Acumenが HRSと CMSの記

録を突合してファイルを生成する 

・退役軍人省のデータとの突合 では、HRSのファイルが VA Information Resource Center（VIReC）に

送信され、個人情報の Probabilistic linkageが行われる 

データ利用方法 HRSの基本的な調査結果は HRSサイトのユーザーアカウントを作成すれば無料で利用可能。アカウントの

作成には、氏名、国籍、住所、所属組織名などの入力が必要。 

認知力測定・バイオマーカーの結果や、行政データとの個別リンケージなど、機密性が高いデータへのアク

セスには追加的な申請が必要になる。 

主な研究例 ・HRS参加者のアルコールの消費量情報とNDIの死亡データをリンケージし、アルコール摂取と高齢者の

死亡率の相関性を調査 

・HRS参加者の情報、NDI の死亡データ、メディケアの請求データをリンケージし、参加者の死亡前 6ヶ

月間の医療支出における人種的、民族的傾向の差異を調査 

  



21 

 

表 4  Clinical Practice Research Datalink（CPRD） 

データベース・組織名 Clinical Practice Research Datalink（CPRD） 

所属国・州 英国（United Kingdom） 

設立年 2012年（前身である Value Added Medical Products (VAMP)の設立は 1987年） 

種別 リンケージデータベース、リサーチサービス 

データベース管理機関 イギリス医薬品・医療製品規制庁（Medicines and Healthcare products Regulatory Agency, MHRA） 

資金提供機関 イギリス医薬品・医療製品規制庁（Medicines and Healthcare products Regulatory Agency）、 

イギリス国立健康研究所（National Institute for Health Research） 

（両機関ともイギリス保健省（Department of Health and Social Care）の下部機関） 

Wellcome Trust, Medical Research Council, NIHR Health Technology Assessment programme, 

Innovative Medicines Initiative, Technology Strategy Board, Seventh Framework Programme EU, and 

various universities, contract research organizations and pharmaceutical companies 

データ対象 英国に在住記録がある患者 5000万人（現在の居住者では 1600万人） 

データ期間 1987年～現在 

データコンテンツ （一次診療データ） 

診断・症状、医薬品支出、ワクチン接種歴、臨床検査、専門家による介護記録 

患者の人口統計的特性 

（定期的にリンケージを行う外部の医療・行政データベース） 

入退院、救急医療、治療アウトカム、死亡記録、がん診断、メンタルヘルスなどの医療情報 

患者の社会経済学的情報 

データ収集方法 全国の一般診療医（1900以上）が提供 

リンケージできる外部デー 英国の医療・行政データベースとのリンケージが可能 
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タ 

リンケージ方法 Deterministic Linkage 

保健省の下部機関である NHS Digital が行う。データベース内の国民保険番号（NHS Number）、郵便番

号、生年月日、性別などの個人情報を用いて、8段階の Deterministic Linkageによって個人を突合する。

CPRDが保有し研究者に渡すデータは匿名化されており、個人の識別情報は消去されている 

データ利用方法 Independent Scientific Advisory Committee (ISAC)によるプロトコル申請書の承認、ライセンス料金の支

払いが必要 

主な研究例 糖尿病患者の低血糖症による入院傾向について、高齢患者とそれ以外の年齢層の患者群を調査 

CRPDの診断情報、人口動態情報、処方情報と、入院患者のデータベースHospital Episode Statistics をリ

ンケージして、低血糖症の入院患者を分析 
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表 5  Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe (SHARE) 

データベース・組織名 Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe (SHARE) 

所属国・州 ヨーロッパ連合 

設立年 2002年 

種別 多国間パネルデータベース、管理機関 

データベース管理機関 Munich Center for the Economics of Aging (MEA) 

（マックス・プランク社会法・社会政策研究所（Max Planck Institute for Social Law and Social Policy）

の 1部門） 

資金提供機関 欧州委員会（European Commission） 

アメリカ国立老化研究所（US National Institute on Aging） 

ドイツ連邦教育研究省（German Federal Ministry for Education and Research） 

マックス・プランク研究所（Max Planck Society for the Advancement of Science） 

データ対象 ヨーロッパの 27カ国とイスラエルに在住する 50歳以上の対象者 14万人 

データ期間 2004年～現在（2年毎にフォローアップ） 

データコンテンツ 質問票（年齢、性別、既往歴、入院歴、ワクチン接種歴、家庭、雇用、経済状態など） 

体力・バイオマーカー測定（身長、体重、握力、心肺機能、歩行能力など） 

血液検査（12カ国のみ実施） 

データ収集方法 参加者を直接調査する。質問票、体力・バイオマーカー測定 
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リンケージできる外部デー

タ 

3か国の行政データとのリンケージが確立済 

・SHARE-RV: ドイツ年金基金（German Pension Fund, DRV）の行政データ 

・REGLINK-SHAREDK: デンマーク統計局（Statistics Denmark）、Danish Health Data Authorityの行

政データ 

・Linkage SHARE NL: オランダ統計局（Statistics Netherlands, CBS）の行政データ 

リンケージ方法 Deterministic Linkage（個人番号を利用） 

・SHARE-RV: 社会保障番号（Social Security Number）を使用 

・REGLINK-SHAREDK: 個人番号（Central personal identification number）を使用 

データ利用方法 利用表明書の提出と承認が必要。無料で利用可能 

研究利用以外の目的ではアクセスできない 

主な研究例 65歳以上の多剤併用における関連因子について、18カ国を横断調査 

質問票で取得した 5種類以上の多剤併用の有無と、年齢・性別・運動習慣などの変数を個人レベルで回帰分

析した 
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表 6  The Centre for Health Record Linkage (CHeReL) 

データベース・組織名 The Centre for Health Record Linkage (CHeReL) 

所属国・州 ニューサウスウェールズ州、オーストラリア首都特別地域（オーストラリア） 

設立年 2006年 

種別 データリンケージユニット 

データベース管理機関 The Centre for Health Record Linkage (CHeReL) 

資金提供機関 ニューサウスウェールズ州保健省（The NSW Ministry of Health） 

データ対象 ニューサウスウェールズ州およびオーストラリア首都特別地域に行政・医療記録がある 900万人以上 

データ期間 1963年～現在 

データコンテンツ 主に CHeReL内部のリンケージシステム Master Linkage Key に含まれる行政・医療データセットを提供

する 

入退院記録、緊急診療記録、感染症記録、がん患者登録簿、出生・死亡記録など 

データ収集方法 管轄地域の医療・研究機関、行政組織から取得する 

（2016年以前） 

CHeReL はデータを保管せず、研究リクエストに応じてデータを保有する参加機関に問い合わせ、研究ごと

にリンケージを行っていた。この方法は機密性に優れる一方、データ抽出の煩雑化が指摘されていた 

（2017年以降） 

CHeReL は参加機関から定期的にデータを収集し、個人を特定する情報を分離して保管する。リクエストに

応じて研究者にデータ提供を行う 

リンケージできる外部デー

タ 

Master Linkage Key のデータセットに含まれない外部の研究機関のデータ、行政データとのリンケージが

可能 
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リンケージ方法 主に Probabilistic linkage を用いる 

個人の突合には Choicemaker（ソフトウェア）による個人情報の Probabilistic linkage を行う（偽陽性率

0.5%を目標として設計） 

研究者に提供されるデータには CHeReL が研究毎に生成する PPN（Project specific Person Number for 

each individual）を付与し、個人を特定する氏名などの情報は含まれない 

データ利用方法 研究プロトロルと申請書の承認、ライセンス料金の支払いが必要 

主な研究例 2007 年にニューサウスウェールズ州で死亡した 70 歳以上の 34,556 名の入院記録、がん登録情報、死亡記

録をリンケージ。最終生存年における医療サービス利用の特徴を調査 
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表 7  ICES 

データベース・組織名 ICES 

所属国・州 オンタリオ州（カナダ） 

設立年 1992年 

種別 非営利研究機関 

データベース管理機関 ICES 

資金提供機関 オンタリオ州保健・介護省（Ministry of Health and Long-Term Care） 

民間の資金提供は受けていない 

データ対象 オンタリオ州の在住者約 1300万人 

データ期間 1986年～現在 

データコンテンツ 医療保険請求、医薬品請求、入退院、在宅ケア、介護サービスの利用情報 

がん、脳卒中、心臓病などの特定疾患患者の記録 

慢性疾患患者のコホート 

手術記録 

Canadian Community Health Surveyなどの大規模な健康調査結果 

ICES primary data collection projectsの詳細な臨床データ 

国勢調査、人口動態学的データ 

データ収集方法 オンタリオ州の公的資金を受けた医療・公的機関から、医療サービスデータ、人口動態学的データを収集 

リンケージできる外部データ   
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リンケージ方法 Probabilistic Linkage 

個人の突合には AutoMatchソフトウェアを使用した個人情報の Probabilistic linkageを行う。 

ICESはデータを取得後、氏名などの個人情報を消去し、Ontario health card numberを暗号化して固有

の識別番号（ICES Number, IKN）を割り当てる。ICESのデータを利用する研究者は IKNに暗号化され

たデータにしかアクセスできない。 

データ利用方法 研究プロトコルの承認とライセンス料金の支払いが必要 

主な研究例 2010年から 2016年の間にステージ I乳がんの診断を受けた 65歳以上の患者を対象に、内分泌療法、放

射線療法、補助的治療のアウトカムの差異を調査 
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表 8 Rochester Epidemiology Project medical records‐linkage system（REP） 

データベース・組織名 Rochester Epidemiology Project medical records‐linkage system（REP） 

所属国・州 ミネソタ州オルムステッド郡（米国） 

設立年 1966年 

種別 医療データベースリンケージシステム 

データベース管理機関 Olmsted Medical Center, Mayo Clinic, and Rochester Family Medicine Clinic 

資金提供機関 アメリカ国立衛生研究所（National Institutes of Health, NIH） 

アメリカ国立老化研究所（National Institute on Aging） 

データ対象 オルムステッド郡の在住者 502,820名（2012年時点） 

データ期間 1966年～現在 

データコンテンツ 患者の人口統計学的情報（氏名、性別、生年月日、住所） 

Mayo Clinic patient number などの医療提供者固有の患者個人番号 

疾病コード（ICD-9）、診療行為コード（CPT） 

医薬品処方情報 

死亡情報（死亡日、死因） 

オルムステッド郡の剖検情報 

データ収集方法 参加医療機関が REPに提供 

・ミネソタ州、ウィスコンシン州の 50以上の医療提供機関（2012年時点） 

・ミネソタ州（死亡証明書） 

・アメリカ疾病予防管理センター（National Death Indexを取得） 

リンケージできる外部デー

タ 

外部の医療データが REPに参加する場合は、REPの研究チームがリンケージを行う 
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リンケージ方法 Probabilistic linkage 

（2002年以降）SAS software package (SAS Institute, Inc., Cary, North Carolina) の Soundex phonetic 

filing systemを採用。氏名、性別、生年月日、社会保険番号を合計 20段階の方法で突合。その後、不明確

な組み合わせは REPのテクニカルチームが手動で確認する。 

データ利用方法 Mayo Clinicを通して"REP Collaborator"役職の指名と、Mayo Clinic、Olmsted Medical Center (OMC)、

Institutional Review Boards (IRBs)による研究プロトコルの承認が必要 

主な研究例 65歳以上の高齢者を対象に、抗うつ剤の過剰処方に関与する予測因子を調査 

処方情報に対して、併発疾患、居住環境、医療サービス利用を説明変数とする回帰分析を行った 
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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 

（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業）） 

分担研究報告書 

 

韓国の公衆衛生分野における公的データリンケージの状況 

 

研究協力者 Boyoung Jeon   筑波大学医学医療系 客員研究員 

    韓国明知専門大学保健医療情報科 助教 

研究代表者 伊藤 智子   筑波大学医学医療系 助教 

研究分担者 田宮 菜奈子  筑波大学医学医療系 教授 

 

研究要旨 

本研究では、韓国の公的機関において行われている各種データベース事業について、公開され

ている資料をレビューした。その結果、韓国では国民健康保険公団の「国民健康情報 DB」基盤

のビッグデータ、4 つの公共機関（疾病管理庁、国民健康保険公団、健康保険審査評価院、国立

がんセンター）が協力して作った「保健医療ビッグデータプラットフォーム」を通じて、研究

者たちが公益目的で活用できるデータが提供されていることがわかった。一方で、データの更

新やアクセシビリティにおいて、解決すべき課題があり、今後の動向を注視していく必要があ

ると考えられた。 

*本務先：Department of Health and Medical Information, Myongji College, Korea 

 

Ａ．研究目的 

 韓国の公衆衛生分野で、代表的な公的デ

ータリンケージの事例は、国民健康保険公

団の「国民健康情報 DB」である。国民健

康保険公団では、2011 年「国民健康情報

DB」を構築して以来、現在まで様々な分

野（医療、健康診断、高齢者、働く女性及

び 子 ど も 、 カ ス タ マ イ ズ 型

DB(Customized Research DB)など）に至

る、さまざまなビッグデータを研究者に提

供している。さらに 2019 年からは、国民

健康保険公団だけでなく、様々な機関との

連携を通じた公共目的の研究資料を構築し

た。これを「保健医療ビッグデータプラッ

トフォーム」としており、一部の研究者に

データを開放している。そこで、本報告書

では、国民健康保険公団の「国民健康情報

DB」基盤のビッグデータ運営の事例と

「保健医療ビッグデータプラットフォー

ム」モデル事業について紹介する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究では、韓国の公的機関において行

われている各種データベース事業について、

公開されている資料をレビューした。 

（倫理面への配慮） 

本研究で用いるデータは、個人情報を含

まない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．韓国の健康保険制度の特性 

韓国の国民健康保険制度は、全国民が義

務的に加入する強制力を持っており、すべ

ての医療提供者は、当然指定制度を通じて

健康保険指定医療機関となっている。この

すべての医療機関は、患者を診療した後、

診療費（自己負担額は除く）を国民健康保

険公団に請求している。また、主な診療費
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報酬支払制度として行為別の個別支払制度

（Fee-for-Service）を運営している。 

国民健康保険公団は、単一の保険者であ

って、加入者（国民全体）の資格と保険料

を管理する。また、医療機関、検診機関、

長期療養機関等の提供者に診療、検診、療

養サービスに対する診療費を支給する。こ

れにより、国民健康保険公団は、全国民

5000 万人以上の出生から死亡までの資格

と保険料資料、病院・医院の利用内訳、健

康診断の結果、加入者のがんの登録情報、

医療給与（低所得層対象の公共扶助制度）

資料、老人長期療養保険資料などの膨大な

データを保有している。 

上記のように「単一保険者基盤」の「全

国民の義務加入」という特性と「行為別の

個別支払制度（Fee-for-Service）」を通じ

た診療費支払制度は、健康保健ビッグデー

タの側面において、かなりの強みとなって

いる。「全国民」の医療利用内訳が、国民

健康保険公団の「単一 DB」に「行為別個

別支払制度」を通じて、医療行為、治療材

料、薬剤などの様々な形で蓄積されている

からである（パク・ジョンホン、2016）。 

 

２．国民健康保険公団の「国民健康情報

DB」 

１）国民健康情報 DBの紹介 

人口の高齢化につれて健康保険分野の支

出が増加することで、持続可能な健康保険

制度のためのエビデンスに基づいた政策形

成の必要性が増大し始めた。よって、国民

全体の健康保険データを活用し、時系列的

レベルで解析することができる健康保険

DB の構築と活用が求められた。公益目的

の保健研究に対する社会的な必要性を反映

して、2011 年に初めて、国民健康情報

DB が構築された。2012 年の標本コホー

ト DB が構築されて以来、さまざまな種類

のデータが構築及び公開されて研究者に活

用されている。「国民健康情報 DB」の構

築プロセスと沿革を図 1、表 1に示す。 

国民健康保険公団のデータの中に「標本

研究 DB(Sample Cohort DB)」は、全国

民健康保険ビッグデータに基づいて、需要

が高いデータをサンプリングして、情報主

体を見つけることができないように、非識

別措置（加工）した後、政策及び学術研究

用に提供するために規格化したデータセッ

トを意味する。現在、標本コホート DB、

健康診断コホート DB、高齢者コホート

DB、子ども健診コホート DB は、働く女

性コホート DB など 5 種のデータセット

があり、2002 年から 2015 年までの資料

を提供している。「標本研究 DB」は、リ

モート研究分析システムにアクセスして、

時間と空間の制約なしに、データ分析が可

能 で あ る 。「 カ ス タ マ イ ズ 型

DB(Customized Research DB)」は、申請

者の研究目的に合わせて、国民健康保険公

団からデータを抽出・要約・加工して、情

報主体を見つけることができないように措

置したデータセットを提供することである。

「カスタマイズ型 DB」はデータ活用が限

られている。外部搬出が不可能であり、国

民健康保険公団本部または地域本部内に設

置されたビッグデータ分析センター内での

み資料閲覧、分析を実行した後、結果物で

ある統計表だけを搬出できる（表 2）。 

 

２）健康保険ビッグデータ研究支援のため

の資料提供状況 

国民健康保険公団は、健康保険、長期療

養保険、保険料徴収業務などを行っている。

これにより、健康保険の資格と保険料徴収

資料、患者の医療利用情報などの診療内訳、

健康行動、健康診断情報など、約 3 兆

9,000 億件の全国民に対する大容量の情報

を蓄積し管理している（青年医師、2020）。

保健医療分野の研究活性化のために、国民

健康保険公団の国民健康情報 DB を活用し

た公益目的研究支援資料提供件数は、
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2014 年の 77 件から 835 件が増えた 2019

年の 912 件で、12 倍増加した。これと関

連し、国民健康保険公団は「健康保険ビッ

グデータの構築及び提供システムの運営方

法」の特許を取得した（青年医師、2020）

（表 3）。 

韓国の国民健康保険公団が提供した国民

健康情報 DB のうち、標本研究の DB を活

用した研究リストを「Pubmed」で確認し

てみた。「Pubmed」で Title/Abstract に

「Nationwide Population-Based Cohort 

Study Korea」が入った論文の件数は図 2

の通りである。 

 

３）国民健康情報 DB資料連携根拠 

データ間の連携時、マッチングキーであ

る住民登録番号（韓国人固有の ID、日本

のマイナンバーに該当する）は、個人情報

に該当するため、資料連携のために、デー

タ間の連携キー（key）に該当する「個人

シリアル番号 ID」に「転換」して提供す

ることになっている。データの公開レベル

に応じて、国民健康情報 DB は、次のよう

に分類される（表 4）。 

 

３．保健医療ビッグデータプラットフォー

ム（4つの機関のデータリンケージ事業） 

１）保健医療ビッグデータモデル事業の紹

介 

「保健医療ビッグデータモデル事業」と

は、保健医療分野の 4 つの機関のデータ

を個人単位で連携、公共的な目的の研究に

活用できるように研究者に開放する事業で

ある。この 4 つのデータの提供機関は、

疾病管理庁、国民健康保険公団、健康保険

審査評価院、国立がんセンターに該当する。 

この事業の目的は、主要な保健医療公共機

関に分散しているビッグデータを共通の継

ぎ目（Key）を基盤に連携した後、研究者

に閲覧できるようにするものである。ここ

で Key（例えば、氏名+生年月日+性別）

は、二つのデータを相互に繋げるときに使

用する情報を意味する。この事業を通じて、

4 つの公共機関に分散された情報を個人単

位で連携できるにつれ、分散されたデータ

ではできなかった研究を可能にすることが

目的である。「保健医療ビッグデータモデ

ル事業」の運営プロセスと沿革は、図 3、

表 5の通りである。 

 

２）保健医療ビッグデータプラットフォー

ムの資料提供状況 

保健医療ビッグデータプラットフォーム

では、データカタログを提供する。データ

カタログは、各機関が提供するデータのデ

ータセット名、データセットの韓国語名、

変数の説明及びコード値に関する内容であ

る。研究者は、カタログを通じて研究に必

要なデータを確認し、利用申請をする。こ

のデータを利用できる研究者は、中央行政

機関及び地方自治団体、公共機関及び地方

公共機関、国内の医療機関、学界、研究機

関所属の研究者である。データ提供機関別

データを紹介したカタログとデータの利用

手順は表 6、図 4の通りである。 

 

３）保健医療ビッグデータプラットフォー

ム資料の連携方式 

保健医療ビッグデータプラットフォーム

では、個人単位の情報連携を行う際に、個

人情報の非識別化のために様々な措置を取

っている。まず、個人単位の連携のための

情報（氏名、生年月日、性別など）と第 3

の信頼機関（TTP）が発給したランダムな

キー値を結合して使用する。ここで、第 3

の信頼機関（Trusted Third Party）とは、

各データ提供機関と分離された第 3 の機

関として、安全な連携キー発給を目的とす

る機関を意味する。保健医療ビッグデータ

プラットフォームでは、保健福祉部が

TTP 役割を遂行する。安全な個人識別キ

ーの管理のために一方向暗号化関数を使用
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する。 

保健医療ビッグデータプラットフォーム

で提供するデータと外部機関との連携は不

可能である。例えば、民間病院資料などの

個人情報が含まれたデータの連携、統計庁

の死亡資料などと連携が不可能である。た

だし、個人情報ではないデータ（例えば、

気象情報、環境資料など）は、分析閉域網

に搬入することが可能である。次に、連携

された資料を研究者が閲覧したときに、外

部にデータを搬出せずに、インターネット

から断絶された閉鎖環境でのみ閲覧する。

閉鎖環境は、国民健康保険公団、健康保険

審査評価院が運営する施設を使用する。研

究者は、希望する閉域網解析センターを指

定して訪問することができ、分析の完了後、

個人情報が含まれていない研究結果だけを

搬出することができる。 

 

Ｄ．考察 

韓国の公衆衛生分野で公的データのリン

ケージの状況を調べた。国民健康保険公団

の「国民健康情報 DB」基盤のビッグデー

タ、4 つの公共機関（疾病管理庁、国民健

康保険公団、健康保険審査評価院、国立が

んセンター）が協力して作った「保健医療

ビッグデータプラットフォーム」を通じて、

研究者たちが公益目的で活用できるデータ

を提供するために努力していることを確認

した。 

国民健康保険公団の国民健康情報 DB ビ

ッグデータの場合、研究支援資料の提供が

かなり速い速度で増加し、研究者のアクセ

シビリティが向上している。しかし、国民

健康保険公団の「標本研究 DB」の場合、

2002 年から 2015 年までの資料を提供し

ており、最新のデータに対する更新が必要

とされているのが実情である。「カスタマ

イズ型 DB」は、国民健康保険公団で申請

者の研究目的に合わせてデータを抽出でき

るという利点があるが、国民健康保険公団

によって定められたビッグデータ分析セン

ター内でのみ分析が可能であり、データの

抽出と分析にかなりの時間がかかる。 

保健医療ビッグデータプラットフォーム

の場合、4 つの機関（疾病管理庁、国民健

康保険公団、健康保険審査評価院、国立が

んセンター）が機関間の連携を通じてデー

タの質を向上させようとしたモデル事業で

ある。多機関データ間の連携の際に、個人

情報非識別化措置のためにかなりの力を注

いだという特性がある。しかし、4 つの機

関で提供することにした変数およびデータ

のほかに、統計庁の死亡データおよびその

他の個人情報が要求される資料は、連携さ

れていない。また、データ分析のための閉

域網分析センターに訪問しなければならず、

研究結果の搬出条件が厳しくて、多くの研

究者が利用しやすい環境ではない。まだモ

デル事業の段階として、今後資料活用を通

じた研究の活性化の程度は、時間を置いて

見守るべきである。 

 

Ｅ．結論 

 韓国では国民健康保険公団の「国民健康

情報 DB」基盤のビッグデータ、4 つの公

共機関（疾病管理庁、国民健康保険公団、

健康保険審査評価院、国立がんセンター）

が協力して作った「保健医療ビッグデータ

プラットフォーム」を通じて、研究者たち

が公益目的で活用できるデータが提供され

ていることがわかった。一方で、データの

更新やアクセシビリティにおいて、解決す

べき課題があり、今後の動向を注視してい

く必要がある。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 
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図 1．国民健康情報 DBの構築プロセス (出典：国民健康保険公団のビッグデータ運営室) 



37 

 

 

表 1. 国民健康情報 DB構築及びビッグデータを提供の沿革 

年度 主な出来事 

2011  国民健康情報 DB構築 

2012  標本コホート DB構築 

2013  標本コホート DBモデル研究事業（16機関） 

2014  国民健康情報資料提供運営規定の制定 

 標本コホート DB及び「カスタマイズ型 DB」提供 

2015  標本研究 DB 2種（健康診断および高齢者コホート DB）モデル研究

事業を推進（韓国疫学会、大韓老人病学会） 

 標本研究 DB 2種（健康診断および高齢者コホート DB）を追加提供 

 公共データ開放サービスの Web ページオープン及び国家重点開放デ

ータ（3種）を公開 

2016  健康保険ビッグデータ分析センターをオープン 

 健康保険ビッグデータ分析センターを 8カ所に拡大 

 標本研究 DB（働く女性および子ども健診コホート DB）モデル研究

事業を推進 

 健康保険ビッグデータのプラットフォームの構築 

2017  標本研究 DB 2種（働く女性および子ども健診コホート DB）を追加

提供 

 新規標本コホート DBの変更提供 

 健康保険ビッグデータのリモート研究分析システムをオープン 

2019  国民健康保険ビッグデータのカスタマイズ型分析センターシステム

をオープン 

 国民健康保険ビッグデータカスタマイズ型研究 DB提供  

 国民健康保険ビッグデータ医療利用マップサービスを提供    

 国民健康保険健康情報リサーチ協力センターをオープン 

2020 健康保険ビッグデータ糖尿病研究 DBを追加提供 

(出典：国民健康保険公団。健康保険共有サービス) 
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表 2．国民健康保険公団の「国民健康情報 DB」の概要 

分類 データの種類 データの特性 

標本研

究 DB 

標本コホート  [基準] 2006年 1年間の健康保険加入者及び医療給与受給権者の資格

を維持した全国民 

[対象者] 100万人 

[年度] 2002〜2015年 

[サンプリング]全国民母集団の 2％、性別・年齢・加入者区分・保険

料分位・地域別層別抽出 

[内容]社会・経済的状況（資格及び保険料、障害及び死亡）、医療利

用状況（診療及び健康診断）、療養関状況 

健康診断のコ

ホート DB 

[基準] 2002年の資格維持者のうち、2002〜2003年に、40〜79歳の

一般健康診断受検者 

[対象者]約 51万人 

[年度] 2002〜2015年 

[内容]社会・経済的資格変数（障害及び死亡を含む）、医療利用（診

療及び健康診断）状況、療養機関状況 

高齢者のコホ

ート DB 

[基準] 2002年の資格維持者のうち 60歳以上の対象者 

[対象者]約５５万人 

[年度] 2002〜2015年 

[内容]社会・経済的資格変数（障害及び死亡を含む）、医療利用（診

療及び健康診断）状況、療養機関現状、老人長期療養サービスの現

状 

働く女性のコ

ホート DB 

[基準] 2007年の資格維持者のうち、15〜64歳（生産可能人口）働く

女性 

[対象者]約１８万人 

[年度] 2007〜2015年 

[内容]社会・経済的資格変数（障害及び事業場を含む）、医療利用

（診療及び健康診断）状況、療養機関の状況 

子ども健診の

コホート DB 

[基準]子ども検診第 1〜2次を 1回以上受けた全受検者のうち、2008

〜2012年生まれを抽出し、各出生年度別 5％サンプリング 

[年度] 2008〜2015年（8ヵ年） 

[内容]社会・経済的資格変数（障害及び死亡）、医療利用（診療及び

健康診断）状況、療養機関の状況 

（出典: 国民健康保険公団。健康保険共有サービス） 
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表 2．国民健康保険公団の「国民健康情報 DB」の概要（つづき） 

カスタ

マイズ

型研究

DB 

カスタマイズ

型研究 DB 

[内容]国民健康保険公団が収集・保有・管理する健康保険と長期療養

保険の資料を政策及び学術研究目的のために利用できるように、申

請者の研究目的に応じて抽出、要約、加工して、情報主体を見つけ

ることができないように措置したデータセット 

[データの管理]カスタマイズ型研究 DBを閲覧および研究分析できる

PCが設置された国民健康保険公団内の場所であるビッグデータ分析

センターで統計分析を実行する必要がある 

（出典: 国民健康保険公団。健康保険共有サービス） 
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表 3. 国民健康情報 DBを通じた研究支援資料の提供状況  

（単位：件） 

区分 合計 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

計 3,553 77 201 464 729 802 912 

カスタ 

マイズ型 

研究 DB 

2065 8 84 186 391 512 623 

標本研究 DB 1488 69 117 278 338 290 289 

（情報源：国民健康保険公団、出典: 青年医師（2020.07.21）） 
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図 2.「Pubmed」で‘Nationwide Population-Based Cohort Study Korea’が入っている論文の件数 

 (出典: Pubmed) 

 

表 4. データの公開レベルに応じた国民健康情報 DBの分類 

データの公開

レベル 

データの定義 情報源 事例 データ提供の

範囲 

源泉 DB 別途の加工を施し

ていない資料 

国民健康

保険公団  

「健康保険資格詳細」

など ODS(Operational

 Data Store), DW(dat

a warehouse) 資料 

法的根拠に基

づいて制限的

に提供 

制限公開 

DB 

研究用に新規構築

した資料として公

開の危険性が高

く、まだ検証が進

行中の資料 

国民健康

保険公団

及び国家

機関 

国籍、行政区域、入院

のエピソード、医療人

力など 

国家機関の公

益目的（政策

研究など）で

のみ使用可能 

公開 DB 研究用に新規構築

した資料として公

開の危険性が低

く、十分な検証が

行われた資料 

国民健康

保険公団 

健康保険の資格及び保

険料、再構築された診

療及び療養機関資料等 

公団の資料提

供審議委員会

の承認に基づ

いて提供 

(出典：国民健康保険公団のビッグデータ運営室) 
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図 3. 保健医療ビッグデータプラットフォーム運営プロセス 

（出典：韓国保健産業振興院。保健医療ビッグデータプラットフォーム） 
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表 5. 保健医療ビッグデータモデル事業沿革 

年度 主な出来事 

2015.01- 2016.12 

(政策準備の段階) 

 保健医療ビッグデータ政策決定及びシステム構築のための研

究（2015年） 

 保健医療ビッグデータの R＆D 企画研究及びコア技術の R＆

D（2016年） 

2017.01-2018.06 

(政策形成の段階) 

 保健医療ビッグデータ推進団を構成・運営 

 国会・市民社会と対話、専門家諮問 

 保健医療ビッグデータの R＆Dの公告及び公共性評価  

 保健医療ビッグデータ実務推進団を構成 

2018.07-現在 

(モデル事業の段階) 

 保健医療ビッグデータ政策審議委員会を構成 

 保健医療ビッグデータモデル事業計画 議決   

 保健医療ビッグデータプラットフォーム開通 

(1次：2019.07、2次：2019.11) 

（出典：韓国保健産業振興院。保健医療ビッグデータプラットフォーム）  

 

表 6. 保健医療ビッグデータのデータカタログ 

提供機関 データ名 

疾病管理庁 国民健康栄養調査の基本 DB（2007-2017） 

検疫、結核患者申告状況年報 DB（2013-2018） 

予防接種 DB（2012-2018）など 

国民健康保険公団 資格及び保険料一般健康診断、療養機関、死亡情報、がん情報など 

※データ提供年度：2007-2018 

健康保険審査評価

院 

健康保険明細書一般内訳、診療内訳、受診者傷病内訳、処方内訳等 

※データ提供年度：2007-2018 

国立がんセンター がん登録資料  

※データ提供年度: 2002-2017 

（出典：韓国保健産業振興院。保健医療ビッグデータプラットフォーム） 
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図 4. 保健医療ビッグデータプラットフォームのデータ利用手順 

（出典：韓国保健産業振興院。保健医療ビッグデータプラットフォーム） 
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令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金 
（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業）） 

分担研究報告書 
 

要介護認定前の医療サービスの利用実態 
 

研究代表者 伊藤 智子   筑波大学医学医療系 助教 
 

研究要旨 
本研究においては、後期高齢者において要介護認定を受けた者と受けていない者において、

医療サービスの利用状況を比較すべく、要介護認定情報データと医療レセプトデータとの

リンケージデータを用いて分析した。その結果、要介護認定者は医療サービスの利用の多い

傾向がみられ、要介護認定者が慢性疾患を有する傾向が強いことが背景にあると考えられ

た。さらに要介護度別では、要介護度が軽いと外来利用が多く、要介護度が重いと入院利用

が多い傾向がみられた。本研究では、初回要介護認定前の入院・外来の利用日数を記述した

に過ぎないが、縦断的なリンケージデータを用いた今後の研究の発展を期待する基礎的資

料になると考えられた。 

 
A． 研究目的 
本研究においては、後期高齢者において

要介護認定を受けた者と受けていない者

において、医療サービスの利用状況を比較

すべく、要介護認定情報データと医療レセ

プトデータとのリンケージデータを用い

て分析した。 
 
B． 研究方法 
 A 市（人口 5 万人規模、高齢化率全国平

均との差+5%）の医療保険データと介護保

険データとの個人単位での連結データ（以

下、医療介護データ）（2012～2016 年）を

用いた。75 歳以上の対象において、初回

要介護認定を受けた者を認定群とした。対

照群は、認定を受けていない者から性別、

年齢、認定時期によって認定群とマッチン

グした者を選定した（1:1 マッチング）。認

定群と対照群において、認定時期（対照群

においてはマッチングされた時期）の前 1
年間における医療サービスの利用状況を

比較した。 
 
C．研究結果 
 本分析においては、認定群 1,342 人、対

照群 1,342 人の計 2,684 人が対象であっ

た（表 1）。初回要介護認定前 1 年間の医

療サービス利用は、通院日数が認定群で中

央値 18 日、対照群で 15 日であり（表 2）、
入院日数は、認定群、対照群ともに中央値

は 0 日であった（表 3）。ポアソン回帰に

よる分析の結果、要介護認定された者は通

院日数が多い傾向がみられた（表 4、相対

リスク比 1.27、95%信頼区間 1.25-1.29）。
また、要介護認定者の中で、要介護度別に

比較したところ、要支援 1-2 に対して、要
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介護 1-2（0.75、0.73-0.77）および要介護

3-5（0.72、0.70-0.74）では通院日数が少

なくなる傾向がみられた（表 5）。また、

ポアソン回帰による分析の結果、要介護認

定された者は入院日数が多い傾向がみら

れた（表 6、相対リスク比 3.04、9%%信頼

区間 2.92-3.15）。また、要介護認定者の中

で、要介護度別に比較したところ、要支援

1-2 に対して、要介護 1-2（1.20、1.14-1.27）
および要介護 3-5（2.42、2.29-2.54）では

入院日数が多くなる傾向がみられた 
（表 7）。 
 
D． 考察 
 本分析では、初めて初回要介護認定前の

医療サービスの利用状況を記述した。医療

介護レセプトデータのリンケージデータ

があるからこそ可能な分析であり、初回要

介護認定に対する要因を医療サービス面

から明らかにすることが期待できる。要介

護認定前の医療サービス利用については、

要介護認定者は医療サービスの利用の多

い傾向がみられ、要介護認定者が慢性疾患

を有する傾向が強いことが背景にあると

考えられる。さらに要介護度別では、要介

護度が軽いと外来利用が多く、要介護度が

重いと入院利用が多い傾向がみられた。こ

れは疾患の重症度が反映されていると考

えられ、入院を要するほどの重症度の高い

者がそのまま要介護度が重く認定される

という経過を示しているものと考えられ

た。 
しかし、本研究では、初回要介護認定前

の入院・外来の利用日数を記述したに過ぎ

ない。今後の課題としては、どういった診

療内容や薬剤処方等が、初回要介護認定の

タイミングや要介護度に関連しているか

検証し、また認定後の介護サービス利用に

影響しているか検証することである。そう

した検証から、「診療によって初回要介護

認定は予防でき、その後の介護費用を抑制

しうるか」といった重要な議論に寄与する

ことができると考える。一方で、本研究は

そうした議論に向けた極めて初歩的な分

析ではあるが、縦断的なリンケージデータ

の強みを理解し、今後の研究への発展を期

待できるものと考える。 
 
E．結論 
本研究においては、後期高齢者において

要介護認定を受けた者と受けていない者

において、医療サービスの利用状況を比較

すべく、要介護認定情報データと医療レセ

プトデータとのリンケージデータを用い

て分析した。その結果、要介護認定者は医

療サービスの利用の多い傾向がみられ、要

介護認定者が慢性疾患を有する傾向が強

いことが背景にあると考えられた。さらに

要介護度別では、要介護度が軽いと外来利

用が多く、要介護度が重いと入院利用が多

い傾向がみられた。本研究では、初回要介

護認定前の入院・外来の利用日数を記述し

たに過ぎないが、縦断的なリンケージデー

タを用いた今後の研究の発展を期待する

基礎的資料になると考えられた。 
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表 1 対象者の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 初回要介護認定前 1 年間の通院日 

 

 
 
表 3 初回要介護認定前 1 年間の入院日数 

 

  

最小 25%値 中央値 75%値 最大値
要介護認定なし 0 7 15 26 254
要介護認定あり 0 11 18 33 341

要支援1-2 0 14 23 38 242
要介護1-2 0 10 17 32 279
要介護3-5 0 8 15 27 341

初回要介護認定前1年間の通院日数

最小 25%値 中央値 75%値 最大値
要介護認定なし 0 0 0 0 334
要介護認定あり 0 0 0 4 365

要支援1-2 0 0 0 0 94
要介護1-2 0 0 0 0 365
要介護3-5 0 0 0 11 222

初回要介護認定前1年間の入院日数
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表 4 初回要介護認定前の医療サービス利用（通院日数）における要介護認定の有無による

差（要介護認定なし：リファレンス） 

 
 
 
表 5 初回要介護認定前の医療サービス利用（通院日数）における要介護度による差（要支

援 1-2：リファレンス） 

 

 
 
表 6 初回要介護認定前の医療サービス利用（入院日数）における要介護認定の有無による

差（要介護認定なし：リファレンス） 

 
 
 
表 7 初回要介護認定前の医療サービス利用（入院日数）における要介護度による差（要支

援 1-2：リファレンス） 
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分担研究報告書 

 

死亡前 1年間における医療介護サービスの費用 

 

研究代表者 伊藤 智子   筑波大学医学医療系 助教 

研究分担者 田宮 菜奈子  筑波大学医学医療系 教授 
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研究要旨 

本研究では、死亡前 1 年間におけるヘルスケアコストについて検討すべく、医療保険レセ

プトデータおよび介護保険レセプトデータによる請求額の算出を試みた。その結果、医療と

介護では異なった傾向がみられ、サービス横断的なデータを用いることが有用である可能

性を示すことができたと考える。 

 

A． 研究目的 

 本研究では、死亡前 1 年間におけるヘ

ルスケアコストについて検討すべく、医療

保険レセプトデータおよび介護保険レセ

プトデータによる請求額の算出を試みた。

特に、死亡を同定するために、住民基本台

帳データを用いることができたのは比較

的稀である。こうした自治体が保有する複

数データをリンケージすることで可能と

なるユースケース研究を行った。 

 

B． 研究方法 

 B市（人口 40万人規模、高齢化率全国

平均との差-3%）の医療保険データと介護

保険データとの個人単位での連結データ

（以下、医療介護データ）、認定調査デー

タおよび住民基本台帳データより死亡/転

出データ（2012 年 4 月～2015 年 3 月）

を用いた。2013 年 4 月～2015 年 3 月の

間に死亡した高齢者を対象とした。75 歳

に後期高齢者医療保険へ移行となるため、

医療保険請求が確実に把握できるように

死亡時年齢が 80歳以上の者を対象とした。

死亡月から 12 か月分の医療保険請求額

（ただし、医科請求分のみ）、介護保険請

求額、および医療と介護の合計額を算出し、

性別、死亡時年齢および死亡時要介護度別

にみた。また性別、死亡時年齢、死亡時要

介護度と各請求額との関連について、重回

帰分析を行った。モデルにおける従属変数

は、各請求額に 1 を足した値の対数変換

した値とした。 

 

[重回帰モデルにおける従属変数 DepVar] 

DepVar = log ( 請求額（円） + 1 ) 

 

C．研究結果 

 最終分析対象は 3,468人であった。死亡

時年齢について、5歳刻みでの年齢区分で

は 85-89 歳の者が最も多く 28.3%であっ
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た。性別では、女性が 54.6%であった。死

亡時要介護度について、認定調査データに

よって死亡時に有効な要介護認定が同定

されたものは全体の 78.5%であり、そのう

ち、最も多かったのは要介護 5 であった

（表 1）。 

 各請求額について、初めに介護保険請求

額では、死亡時年齢が高いほど、女性、そ

して死亡時要介護度が重度であるほど、請

求額が高くなる傾向がみられた。一方で、

医療保険請求額では、死亡時年齢が高いほ

ど、男性、死亡時要介護度が重度であるほ

ど、請求額が低くなる傾向がみられた。介

護保険請求額と医療保険請求額との合計

額については、死亡時年齢が高いほど、男

性、死亡時要介護度が重度であるほど、請

求額が低くなる傾向がみられた（表 2）。 

 重回帰分析の結果、介護保険請求額につ

いては、死亡時年齢が高いほど、女性、死

亡時要介護度が重度であるほど請求額が

高くなる傾向がみられた。医療保険請求額

では、死亡時年齢が 80-85歳の者に対し、

95-99歳、および 100＋歳における請求額

が低くなる傾向がみられた。また、女性で

低くなる傾向があり、死亡時要介護度が重

度であるほど請求額も高くなる傾向がみ

られた。合計額では、死亡時年齢では 100

＋歳のみ有意に請求額が低くなる傾向が

みられ、死亡時要介護度が重度であるほど

請求額が高くなる傾向がみられた。性別に

有意な差はみられなかった（表 3）。 

 

D． 考察 

 本分析では死亡前 1 年間の限定的なヘ

ルスケアコストではあるが、医療保険レセ

プトデータ、介護保険レセプトデータ住民

基本台帳データ、認定調査データの複数デ

ータをリンケージしたことにより可能と

なった記述的研究である。その結果、介護

保険請求額については、死亡時要介護度を

含む重回帰分析により年齢が高くなるほ

ど介護保険請求額が高くなる一方で、医療

保険請求額は低くなるといった、サービス

横断的な傾向をみることができた。こうし

たレセプトデータに基づく検証は、医療介

護のリンケージデータであるからこそ可

能となるものであり、今後、地方自治体が

独自のデータベースを利活用する上での

基礎的研究になると考えられる。 

 一方で、本研究では次の限界がある。一

市町村の限られた観察期間内のデータを

用いたことによる結果の一般化可能性は

強く制限される。また、医療保険請求額に

ついては、医科請求分のみの分析に限られ

たため、DPC 請求分や歯科診療、処方・

調剤料、訪問看護療養費などの医療保険請

求額を含んでおらず、極めて限定的な結果

である。こうした限界はデータ依存のもの

であり、データ整備を進め、その利便性を

高めることで解決していくことが可能で

あり、さらなる研究が期待される。 

 

E． 結論 

 本研究では、複数の自治体データをリン

ケージすることで、死亡前 1 年間のヘル

スケアコストの一部の記述を試みた。その

結果、医療と介護では異なった傾向がみら

れ、サービス横断的なデータを用いること

の有用である可能性を示すことができた

と考える。 

 

Ｆ．研究発表 
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表 1 対象の特徴 

    n % 

 全体 3,468  

    

死亡時年齢 80-84 973 28.1 

 85-89 983 28.3 

 90-94 860 24.8 

 95-99 499 14.4 

 100+ 153 4.4 

    

性別 男性 1,575 45.4 

 女性 1,893 54.6 

    

死亡時要介護度 不明 745 21.5 

 要支援 1 61 1.8 

 要支援 2 59 1.7 

 要介護 1 241 7.0 

 要介護 2 427 12.3 

 要介護 3 464 13.4 

 要介護 4 603 17.4 

  要介護 5 868 25.0 
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表 2-1 死亡前 1年間の介護保険請求額の分布 

  請求額（円）   

    中央値 四分位範囲 平均 標準偏差 

 全体 504,651 2,217,422 1,163,641 1,383,729 

      

死亡時年齢 80-84 64,332 1,096,351 736,434 1,229,571 

 85-89 346,610 1,911,520 1,018,258 1,328,748 

 90-94 932,770 2,439,859 1,354,138 1,386,395 

 95-99 1,686,670 2,565,035 1,686,090 1,421,266 

 100+ 2,124,275 1,869,448 2,039,831 1,392,451 

      

性別 男性 165,250 1,421,115 811,400 1,142,465 

 女性 1,091,344 2,614,070 1,456,711 1,494,502 

      

死亡時要介護度 不明 0 0 36,498 208,334 

 要支援 1 19,520 180,036 107,862 172,948 

 要支援 2 42,849 306,297 212,700 368,731 

 要介護 1 320,097 854,037 585,613 715,184 

 要介護 2 512,727 1,365,784 893,746 976,439 

 要介護 3 1,657,959 2,072,166 1,608,244 1,296,737 

 要介護 4 1,882,169 2,390,773 1,755,482 1,386,363 

  要介護 5 1,953,141 2,663,045 1,914,337 1,578,491 
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表 2-2 死亡前 1年間の医療保険請求額の分布（ただし医科請求分のみ） 

  請求額（円）   

    中央値 四分位範囲 平均 標準偏差 

 全体 4,712,348 14,595,843 10,845,048 15,797,146 

      

死亡時年齢 80-84 5,738,757 17,027,739 12,963,309 19,547,597 

 85-89 5,584,118 15,324,636 11,397,230 15,850,712 

 90-94 4,719,350 13,853,195 9,685,183 12,933,246 

 95-99 3,767,390 11,967,468 8,619,760 11,573,914 

 100+ 1,408,606 8,271,050 7,603,483 13,269,001 

      

性別 男性 5,814,017 15,758,746 12,179,946 18,117,332 

 女性 3,960,505 13,291,534 9,734,396 13,472,260 

      

死亡時要介護度 不明 1,923,191 12,174,277 10,359,299 20,227,421 

 要支援 1 2,649,791 6,888,195 6,269,366 9,415,739 

 要支援 2 2,490,665 8,943,338 7,047,871 9,823,690 

 要介護 1 4,290,268 12,049,610 9,085,642 12,376,137 

 要介護 2 3,916,292 11,478,218 9,143,065 12,637,582 

 要介護 3 5,581,688 14,627,668 10,631,286 13,770,364 

 要介護 4 5,877,375 14,878,695 11,324,433 14,901,876 

  要介護 5 7,615,999 18,192,409 12,948,635 15,758,537 
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表 2-3 死亡前 1年間の介護および医療の保険請求額合計の分布（ただし医療については医

科請求分のみ） 

  請求額（円）   

    中央値 四分位範囲 平均 標準偏差 

 全体 6,469,648 14,068,881 12,008,690 15,633,749 

      

死亡時年齢 80-84 6,863,132 16,837,272 13,699,743 19,484,993 

 85-89 6,776,249 15,099,826 12,415,487 15,754,398 

 90-94 6,523,789 13,307,255 11,039,321 12,749,670 

 95-99 6,172,885 10,749,489 10,305,849 11,306,776 

 100+ 4,064,981 7,497,082 9,643,314 12,891,215 

      

性別 男性 6,752,059 15,568,847 12,991,346 18,058,219 

 女性 6,283,857 12,914,077 11,191,107 13,233,097 

      

死亡時要介護度 不明 1,976,402 12,213,555 10,395,797 20,247,786 

 要支援 1 2,649,791 6,668,884 6,377,229 9,406,252 

 要支援 2 2,490,665 8,610,058 7,260,571 9,763,681 

 要介護 1 4,752,142 12,256,347 9,671,254 12,393,342 

 要介護 2 5,082,090 10,670,553 10,036,811 12,511,983 

 要介護 3 7,510,967 13,748,298 12,239,531 13,531,074 

 要介護 4 8,148,313 14,490,475 13,079,916 14,498,828 

  要介護 5 9,536,080 16,819,924 14,862,973 15,214,141 
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表 3 重回帰分析の結果 

  介護  医療  合計  

  (n=2,723)  (n=3,468)  (n=2,723)  

    Coef.   Coef.   Coef.   

死亡時年齢 80-84 ref.  ref.  ref.  

 85-89 0.658  * -0.239   0.003   

 90-94 1.728  ** -0.282   -0.076   

 95-99 1.751  ** -0.551  * -0.173   

 100+ 2.285  ** -1.222  ** -0.401  ** 

        

性別 男性 ref.  ref.  ref.  

 女性 0.974  ** -0.547  ** -0.073   

        

死亡時要介護度 不明 NA  ref.  NA  

 要支援 1 ref.  1.393  ** ref.  

 要支援 2 0.539   0.516   -0.216   

 要介護 1 3.816  ** 1.628  ** 0.583  ** 

 要介護 2 4.554  ** 1.650  ** 0.790  ** 

 要介護 3 5.849  ** 1.702  ** 1.101  ** 

 要介護 4 5.605  ** 1.720  ** 1.196  ** 

  要介護 5 4.984  ** 1.662  ** 1.314  ** 

従属変数 DepVar = log ( 請求額（円） + 1 ) 

介護保険請求額および合計額の 2 つのモデルについては、死亡時要介護度が不明であった

者を除外した。 

* p<0.05, ** p<0.01 
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